
令和6年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

Ｎｏ 交付対象事業の名称
所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

総事業費
(千円）

交付金充当
経費（千円）

効果検証

1
真狩村低所得世帯支援事業【物価
高騰対策給付金】

住民課福祉係

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　273世帯×70千円　　のうちR６計
画分
事務費24千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（273世帯）

R6.1 R6.4 724 724

2
真狩村低所得世帯支援臨時給付
事業（住民税均等割のみ課税給
付）【物価高騰対策給付金】

住民課福祉係

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　63世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　42世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　25世帯×100千円、子ども加算　56人×50千円、定額減税を
補足する給付の対象者　477人　(10720千円）　　のうちR６計画分、
（国庫返還相当額等　2450千円含む）
事務費　776千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　その
他　として支出]（国庫返還相当額等63千円含む）
④低所得世帯等の給付対象世帯数（130世帯）、定額減税を補足
する給付の対象者数（477人）

R6.8 R6.11 18,746 18,746
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7
真狩村低所得世帯支援及び調整
給付不足額給付金

住民課福祉係

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　300世帯×30千円、子ども
加算　40人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　800千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　その
他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（300世帯）

R7.1 R7.4以降 10,600 10,600
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11
畜産業物価高騰対策支援事業補
助

産業課畜産林務係

①配合飼料及び光熱費等の価格高騰による畜産経営の影響を緩
和し、安
定的かつ継続的な畜産経営を図るため、配合飼料の購入費及び
対象とな
る牛又は豚の飼育頭数に応じて支援する。
②補助金
③配合飼料　1,500円／トン（上限75千円／件）・・・777千円
　乳用牛・肉用牛　1,500円／頭（上限150千円／件）・・・977千円
　豚　500円／頭（上限150千円／件）・・・246千円
　合計2,000千円
④村内の畜産業を営む個人または事業者 14件

R6.4 R6.12 2,000 2,000

12
農業経営継続支援事業給付金（物
価高対策）

産業課農業振興係

①生産資材が物価高騰の影響を受けており、経営の安定に支障
が生じている農業の経営を緊急的に支援する。
②補助金
③50,000円／１農業経営体補助　@50,000円×110農業経営体
=5,500,000円
④村内農業経営体

R7.1 R7.3 5,500 5,500

13
真狩村電気・ガス・食料品等価格
高騰対応支援給付金支給事業（物
価高対策）

企画情報課商工観光
係

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた村内事
業者等に対し、給付金を支給することにより、本村の経済の安定と
地域活力の増進を図る。
②　支援金
③　商工業者77事業者×5万円、医療法人2社×5万円、社会福祉
法人1社×5万円
　事業費計　4,000千円
④　村内事業者（中小企業者（第一次産業は除く）、医療法人、社
会福祉法人）

R7.1 R7.3 4,000 4,000

14
耕心寮冷暖房機等設置事業（物価
高対策）

教育委員会学校教育
係

①真狩高校生の寮（耕心寮）は現状、灯油暖房を使用しており、エ
アコンは未設置。寮の食堂は常時、真狩高校寮生が使用する場所
であり、エアコン暖房を既存灯油暖房に加えて設置することで、現
在よりも灯油消費量の抑制及びエアコンによる室温管理ができ、電
気と灯油のトータルの消費量を抑制し、エネルギー高騰対策として
期待できる。
付け加えて、快適な室温管理により、寮生の教育環境の充実及び
体調を良好に保つことができる波及効果も期待できる。
②エアコン等工事費　
③ルームエアコン等１基（設置工事含む）、寮生が共用として使う頻
度が高い食堂を予定
④地方公共団体

R7.3 R7.4以降 1,595 1,595

15
電力・ガス・食料品等価格高騰対
応商品券配布事業（物価高対策）

企画情報課企画情報
係

①電気・ガス・食料品等の価格高騰の影響により生活コストが増加
していることから、全住民を対象とした商品券配布事業を行い、生
活者の負担軽減及び村内の経済対策の一助とする。
②商品券配布、換金費用
③商品券5,856,400円（人口1,936人×（3,000円／人＋換金手数料
25円）、印刷費220,000円
　合計6,076,400円
④村民

R7.3 R7.4以降 6,077 6,077


